
農地の貸借の制度が変わります！

地域計画の目標地図（※1）の実現に向け、
農地中間管理機構（※2）を通して農地を貸借します

※１ 地域計画 ： 地域のみなさんの話合いにより将来の農地利用の姿を明確化した地域農業の設計図です。
目標地図 ： １０年後のそれぞれの農地の耕作者や、耕作されない農地を地図にしたものです。

※2 農地中間管理機構は、信頼できる農地の中間的受け皿として、知事の指定を受けて農用地の貸借等を
行っています。高知県では公益財団法人高知県農業公社が知事の指定を受けています。

農林水産課農地管理係（TEL：0880-34-1521）
西土佐総合支所産業建設課産業振興係（TEL：0880-52-1113）

高知県農地中間管理機構（公益財団法人 高知県農業公社）（TEL： 088-823-8618）

お問い合わせ先

法律（農業経営基盤強化促進法）の改正に伴い、令和７年４月以
降は、農地の出し手と受け手の相対契約（直接の貸し借り）はで
きなくなります。
・令和７年３月までに設定された相対契約については、契約期間満了まで有効です。
・農地法第３条に基づく貸借の制度は、令和７年４月以降も継続されます。

◇農地中間管理機構による貸借では、手続きに約３ヶ月かかります。また、相対
による貸借と同じ条件で契約ができない場合があります。

◇本市で新たに相対による貸借をしたい場合や、現在相対による貸借をしている
方で、貸借期間を延長したい場合は、令和７年２月20日までに必要書類を提出
してください。
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